
 

 

 

バフェット氏、日本株投資を拡大 商社保有 7.4%に 

来日インタビュー 「金融不安、買いの好機」 

米著名投資家のウォーレン・バフェット氏は 11 日、日本経済新聞の単独インタビューに応

じ、日本企業について「考えている会社は常に数社ある」と追加投資を示唆した。すでに保

有する 5大商社株の保有比率はすべて 7.4%（金庫株を除くベース）に高め、米国株以外で

は最大の投資になったことも明らかにした。「重要なのは良いビジネス、適切な価格、良い

経営への投資だ」と、企業の本質を見抜くことの重要性を強調した。 

米投資会社バークシャー・ハザウェイを率いるバフェット氏は、商社の保有を「とても誇

りに思っている」と話した。着目した理由について「バークシャーと（事業が）非常に似

ている」ため理解しやすいと説明。「将来、事業のパートナーとしての関係を築くことも

不可能ではない」と、事業上のつながりを持つ考えを示唆した。 

バークシャーは 2020 年 8 月にかけて伊藤忠商事、丸紅、三菱商事、三井物産、住友商事

の 5大商社株を発行済み株式の 5%超取得し、22年秋にはそれぞれ 6%台まで高めてい

た。バフェット氏は「日本や世界で展開している」「配当や自社株買いのために多くの資

金を生み出している」との評価も示した。 
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世界の金融市場では、米シリコンバレーバンクなどの連鎖破綻をきっかけに、金融不安が

浮上している。バフェット氏は「マネーが引き潮になれば誰が裸で泳いでいたかわかる」

という自身の格言に絡め、「（破綻した）銀行の人々は裸で泳いでいた」と、金融緩和に

油断して無謀な経営をしてきた地銀を批判した。 

金融不安がいつまで続くかについては「わからない」と明言を避けた。ただ、「人々が恐

怖にかられ、私が望む価格で何かを売りに来た場合は貪欲に対応する」と、企業などを割

安に買う機会を狙っていることを明かした。 

世界的に方向感がはっきりしない株式市場については「市場がどうなるかの助言はできな

い」と語った。一方で「不動産に投資して人に貸すことも、債券の購入も預金もできる。

だが人生を振り返ると、株式への投資がベストだった」と長期的な株の魅力を強調した。 

そのためにも投資家として、企業の分析を尽くすことの必要性を強調した。商社の株保有

も分析の結果だ。「購入を始めたときは、私にとって新しい企業ではなかった」と、長期

間買う機会をうかがっていたことを明らかにした。 

 



今後は「日本の全ての主要企業を観察するだろう」と日本株に関心を示した。投資する企

業の条件は「事業内容を理解できる会社」と、株価が割安であることの 2つだ。 

数十年保有する銘柄を引き合いに「コカ・コーラもアメリカン・エキスプレスも、5 商社

も理解できた」「商社の株価が（購入した当時の）2倍だったら買っていなかった」と振

り返った。 

経営不振に陥った米地銀への投資を米バイデン政権と協議しているとも米国で報じられて

いるが、この件は「コメントしない」とした。 

岸田政権や植田和男氏が新総裁についた日銀については「必要なのは政府が民間産業を通

じて経済を発展させることに賛同していると感じられることだ。その点では米国も日本も

心地よい環境だ」と述べるにとどめた。 
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中国消費、盛り上がらず 

中国の消費が盛り上がりに欠けている。中国国家統計局が 11 日発表した 3 月の消費者物

価指数（CPI）は前年同月比 0.7%上昇にとどまった。伸びは 2カ月連続で鈍化し、2021

年 9月以来、1年半ぶりの低さとなった。原油安でガソリンが値下がりに転じたほか、販

売不振の自動車など耐久消費財の価格下落が響いた。 

3 月はガソリンなど交通燃料が 6.4%下がり、21年 2月以来のマイナスとなった。食品で

も生鮮野菜は値下がり幅が拡大した。 

物価上昇率が縮まった理由はそれだけではない。野村国際（香港）は「3 月のディスイン

フレ（インフレ沈静化）は景気回復のモメンタムが弱まっているためだ」と分析する。 

必需品が値下がりすれば、消費者は他の商品やサービスにお金を振り向けやすくなる。た

だ家計の購買力を映すとされる食品とエネルギーを除く「コア指数」の上昇率は 0.7%に

とどまった。 

新型コロナウイルスの感染が広がる前は 1.5%前後だったが、今や 1%以下で低空飛行が

続く。消費に慎重な家計は少なくない。 
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なかでも耐久消費財は価格下落が続く。自動車やバイクは 3.3%下がり、9 カ月連続のマ

イナスだ。スマートフォンも 2.2%低く、下落率を拡大させた。家電も前年同月を下回っ

た。 

雇用不安が背景にある。中国人民銀行（中央銀行）が実施した 1～3 月の預金者向けアン

ケート調査によると、「今の雇用環境は厳しい、または判断できない」との回答が 41.2%

に達した。前年同期を 4.6 ポイント上回り、なお高水準だ。 
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原油が 3 日続伸 需給の引き締まりを意識 

12日朝方の国内商品先物市場で、原油は 3日続伸して取引を始めた。取引量が多い 9 月

物は 1 キロリットル 6 万 6340 円と前日の清算値に比べ 380 円高い水準で寄り付いた。

石油輸出国機構（OPEC）と非加盟の産油国で構成する「OPEC プラス」による自主減産

の影響で、需給の引き締まりを意識した買いが続いている。 

米エネルギー情報局（EIA）は 11日に発表した「短期エネルギー見通し」で 2023年の原

油価格見通しを上方修正した。一方で、12 日に 3月の米消費者物価指数（CPI）や EIAの

週間在庫統計の発表を控え、内容を見極めたいとして上値を追う勢いは鈍い。 

金は続伸している。中心限月の 24年 2月物は 1グラム 8586円と前日の清算値を 33 円

上回る水準で取引を始めた。夜間取引では 8601 円まで買われ、中心限月として過去最高

値を更新する場面があった。ニューヨーク市場での金先物価格の上昇などが支えとなって

いる。 

インフレ率の高止まりを背景に米金利が上昇することには一定の警戒感がある。ただ、米

連邦準備理事会（FRB）が積極的な金融引き締めを続ける場合「米国景気の悪化が意識さ

れるため、金にとっては追い風となる」（国内証券アナリスト）との見方があった。 
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白金は横ばい。中心限月の 24年 2月物は前日の清算値と同じ 1 グラム 4226円で寄り付

いた。 
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LiB材料を本格事業化（DIC） 
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化学工業日報 

 

 

 



 

 

政府ー水素導入量で新目標 2040 年 1200 万㌧足元の６

倍 供給網構築・制度整備加速 

経済産業省は５月末に改定する水素基本戦略に、２０４０年の新たな水素供給量の目標を

１２００万㌧と明記する方針だ。 

 現在、水素供給目標は２０３０年に３００万㌧、２０５０年に３０００万㌧を掲げる。足

元では２００万㌧程度にとどまるなか、欧米各国では関連投資が活発化。新たに中間目標を

設けることで目標達成へ水素サプライチェーン構築、制度整備を加速する。 

 経産省は新たな供給目標を盛り込んだ水素基本戦略骨子案をまとめた。 

 ２０４０年１２００万㌧の導入目標量は国際エネルギー機関（ＩＥＡ）の需要予測などを

勘案、野心的な目標として位置づける。基本戦略には今後、官民 15 年間で 15 兆円の水素

関連投資を進める計画を盛り込む。 

 水素サプライチェーン構築に絡み、２０３０年頃の製油所や石油化学工場などが立地す

る川崎・横浜周辺地区の長期水素需要年間 42 万㌧の予測も加える。 

 またトラックなどのＦＣ（燃料電池）商用車への支援の重点化を鮮明にした。 

 

 燃料油脂新聞社 

 

 

 

2023 年 4 月 12 日  担当 アノジ 


